
消費者トラブルと見守り 
 

                          京都府消費生活安全センター 

１．消費生活センターの役割           （資料：センターのしおり） 

◆消費生活相談  ◆啓発・教育  ◆調査・指導 

２．京都府の消費生活相談の現状            

  令和２年度 相談件数 ４，６２５件 （速報値） 

○定期購入（お試しの通信販売）に係る相談が引き続き増加傾向（②244件、○元237件）。 

○高齢者を狙った特殊詐欺をはじめとする悪質商法の手口が巧妙化し、高齢者からの相談割

合が高止まり。（６５歳以上の相談 １，３５４ で全体の約３分の１）         

※特殊詐欺被害（令和２年１月～令和２年 12 月／202 件、約 2.8億円）＜京都府警察発表暫定値＞  

    （資料：消費者注意報） 

 ３．障がい者の消費者トラブルの特徴     （資料：見守りガイドブック P1～P2） 

  ①判断に必要な情報が不十分だったり、相談のために特別な支援を必要とする 

  ②判断に支援が必要な場合、だまされていることに気づきにくい 

  ③被害にあっても抱え込んでしまい周囲に相談しない 

４．相談事例          （資料：見守りガイドブック P3～P8 事例①～事例

⑥） 

 ◇ヘルパーが被害を発見したり、利用者から相談を受けた場合は、事業所のケアマネージャ

ーから消費生活センターにご相談ください。 

５．見守り、気づき、声かけ、つなぐ     （資料：見守りガイドブック P9～P14） 

  ・十分な情報提供 

  ・家族や周囲の人が日頃から様子を気にかける（具体的な声かけ） 

  ・信頼関係の構築（何でも話せる） 

  ・被害に気づいたら、被害を知ったら（地域の連携→相談窓口） 

６．相談窓口の利用    （いやや！） 

  ★消費者ホットライン  １８８ ＜お近くの消費生活相談窓口をご案内します＞ 

  ★京都府消費生活安全センター ＴＥＬ：０７５－６７１－０００４ 

   ☆京都府山城広域振興局農林商工部 農商工連携・推進課  ＴＥＬ：０７７４－２１－２４２６ 

☆京都府南丹広域振興局農林商工部 農商工連携・推進課   ＴＥＬ：０７７１－２３－４４３８ 

☆京都府中丹広域振興局農林商工部 農商工連携・推進課   ＴＥＬ：０７７３－６２－２５０６ 

☆京都府丹後広域振興局農林商工部 農商工連携・推進課   ＴＥＬ：０７７２－６２－４３０４ 

７．消費生活出前講座の案内 

ご利用者の方の消費者被害の早期発見や未然防止に向けた、ケアマネージャーやヘルパー

対象の講座を行っていますので、是非、ご利用ください。 

京都府消費生活安全センター（ＴＥＬ：０７５－６７１－００３０）又はお近くの広域振興

局の相談窓口へご連絡ください。 

資料１８ 

































資料１９ 

国保連合会業務関連事項 

 

要旨 

（今年度の特徴） 

・平成30年度から国保連合会の一次審査において「警告」から「エラー（返戻）」に移行

する対応を段階的に実施してきましたが、今年度についても、請求明細書と実績記録票

のサービス提供量の整合性チェックや補足給付にかかる数値の整合性チェック等につい

て、令和4年1月審査分（令和3年12月サービス提供分）より、「警告」から「エラー

（返戻）」へ移行を行う予定です。返戻移行対象のエラーについては、令和3年6月審査

より、対象事業所へ通知予定です。 

 

（基本的事項） 

・基本的な内容は例年どおり 

 

（重要事項） 

・過誤調整額が当月請求金額より多い場合、未調整額（支払不足分）が生じるため、翌月

10日までに、連合会指定の銀行口座に不足分金額を直接振込していただきます。過誤金

額が多く、当月請求額を上回る場合は、複数回に分けて調整するなど、未調整額が生じ

ない様、事業所にて調整していただきますようお願いします。 

 



 

① 請求誤りによる過誤申立 

②過誤申立書情報提出（送信） 

③再請求 

■ 国保連合会業務関連事項について 

Ⅰ．過誤調整処理について 

１．基本的な考え方 

  国保連合会で支払決定したサービス事業所に対する支払確定額について、請求誤り（洩れ

や一部変更等）が生じた場合は、サービス事業所からの過誤調整として過誤申立依頼書を市

町村に提出します。市町村は、事業所から提出のあった申立情報を国保連合会に送信し、国保

連合会で調整処理を行います。 

 

２．過誤の発生するもの 

（１） 請求実績の取下げ等によるもの 

・サービス事業所等から請求誤り 

・サービス提供実績記録票の誤り 

・利用者負担上限額管理結果票の誤り  

（２） 市町村過誤 

・市町村がサービス事業所等からの請求が誤っていると判断したもの 

 

３．過誤申立依頼書提出について 

（１） 過誤申立依頼書は市町村へ提出してください。毎月月末が締切です。 

（２） 過誤申立依頼書を提出した翌月に、正しい請求明細書とサービス提供実績記録票を 10日

までに提出します。 

 ※過誤申立依頼書・記載例については本会ホームページに掲載 

    ・ホームページアドレス：https://www.kyoto-kokuhoren.or.jp/nursingcare/index.html 

 

４．過誤調整の流れ 

◎ 請求明細書の請求誤りや請求洩れは、以下の処理方法が原則となります。 

 

（１）請求明細書・サービス提供実績記録票に誤りがあった場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①サービス事業所 過誤申立依頼書を該当市町村に提出（月末締切） 

②市町村     市町村は 5日までに国保連合会へ過誤申立書情報を提出（送信） 

③サービス事業所 翌月の 1日～10日に正しい請求明細書・実績記録票を 

国保連合会に提出 

※請求明細書と実績記録票はセットで過誤となる 

サービス事業所 

国保連合会 市町村等 

https://www.kyoto-kokuhoren.or.jp/nursingcare/index.html


 

① 利用者負担上限額管理

結果票提出 

① 過誤提出依頼 

④過誤申立書情報提出（送信） 

 

（２）利用者負担上限額管理結果票に誤りがあった場合 

 

 

 ● 利用者負担上限額管理結果票のみ修正を行う場合 

  （請求明細書・実績記録票に記載されている金額に修正がない場合） 

 

 

 

 

 

 

 

①上限額管理事業所  利用者負担上限額管理結果票『修正』を 1日～10日までに提出 

 

 

 

 

 

● 利用者負担上限額管理結果票と請求明細書の修正が必要な場合 

  （利用者負担上限額管理結果に誤りがあり、Ｂ事業所の請求明細書に変更が生じる場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①上限額管理事業所 誤りのあるＢ事業所に過誤申立依頼書の提出依頼 

利用者負担上限額管理結果票『修正』を国保連合会に提出 

②Ｂ事業所     過誤申立依頼書を該当市町村に提出（月末締切） 

③Ｂ事業所     翌月の 1日～10日に正しい請求明細書・実績記録票を 

国保連合会に提出 

④市町村      市町村は 5日までに国保連合会へ過誤申立書情報を提出（送信） 

※請求明細書と実績記録票はセットで過誤となる 

 

 

上限額管理事業

所 

国保連合会 

上限額管理事業

所 

Ａ事業所 

Ｂ事業所 Ｃ事業所 

市町村等 国保連合会 

① 『修正』 

利用者負担上限額

管理結果票の提出 

②過誤申立依頼

書提出 

③明細書・実績記録票提出 



 

① 過誤提出依頼 

④過誤申立書情報提出（送信） 

 

 

● 利用者負担上限額管理結果票と請求明細書の修正が必要な場合 

  （利用者負担上限額管理結果に誤りがあったため、全事業所の請求明細書に変更が生じる場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①上限額管理事業所  誤りのあるＡＢＣ事業所に過誤申立依頼書の提出依頼 

利用者負担上限額管理結果票『修正』を国保連合会に提出 

②Ａ･Ｂ･Ｃ各事業所  過誤申立依頼書を該当市町村に提出（月末締切） 

③Ａ･Ｂ･Ｃ各事業所  翌月の 1日～10日に正しい請求明細書・実績記録票を 

国保連合会に提出 

④市町村       市町村は 5日までに国保連合会へ過誤申立書情報を提出（送信） 

※請求明細書と実績記録票はセットで過誤となる 

 

 

 

 

５．過誤処理金額の精査方法等について 

  「当月支払決定金額」から「過誤申立決定金額」を差し引き、支払処理を行います。 

  

 

（例）5月審査分（4月サービス提供）の請求誤りが 7月に判明した場合 

事業所  7月 31日までに該当市町村に過誤申立依頼書を提出します。 

8 月 1 日～8 月 10 日に 4 月サービス提供分の正しい請求明細書等を作成し、国保連  

合会に請求します。 

市町村  8月 5日までに事業所から提出のあった過誤申立情報を国保連合会に提出します。 

連合会  8月審査で過誤と請求を相殺し、支払処理を行います。 

 

 

 

 

上限額管理事業

所 

Ａ事業所・Ｂ事業所・Ｃ事業所 

市町村等 

②過誤申立依頼書提出 

国保連合会 

③請求明細書・実績記録票提出 

① 『修正』 

利用者負担上限額 

管理結果票の提出 



 

①過誤申立依頼書提出 

（7月 31日まで） 

②過誤申立書情報提出（送信） 

（8月 5日まで） 

③通常請求分と

再請求を提出 

④8月審査分 

 結果通知及び 

 給付費支払 

（9月 15日） 

 

 

 

                  サービス事業所 

 

 

 

 

 

 

      国保連合会                      市町村 

 

 

   過誤処理金額の精査 

（例）5月審査分（4月サービス提供）に 1件の誤りが 7月に判明 

10万円で請求したが、正しくは 15万円 

①7月 31日までに過誤申立依頼書を該当市町村に提出 

過誤分 10万円 

②市町村は 8月 5日までに国保連合会へ過誤申立書情報を提出（送信） 

③8月 10日までに通常請求分（7月分）と 4月分の正しい明細書等を国保連合会に提出 

       7月分・100万円、4月分・15万円 

④8月審査分（7月サービス提供分）の支払（9月 15日振込）は、 

7月分・100万円、4月分・15万円、過誤・－10万円 ＝105万円 

 

 

 

 

６．過誤申立依頼書提出時の注意点 

障害福祉サービス費等の過誤処理は、同月での再請求を必ず行ってください。また、過誤

申立金額が多大となる場合は、当月請求金額を上回らないよう調整のうえ、過誤申立依頼書

を市町村へ提出してください。 

 

 

 

 

◎過誤申立金額が当月請求金額を上回る場合、連合会に対し、支払いが生じます。 

 

  過誤調整額が当月請求金額より多い場合、未調整額（支払不足分）が生じるため、翌月 

10日までに、連合会指定の銀行口座に不足分金額を直接振込していただきます。 

 過誤金額が多く、当月請求額を上回る場合は、複数回に分けて調整するなど、未調整額

が生じない様、事業所にて調整していただきますようお願いします。 

重要！ 



 

Ⅱ．電子証明書について 

インターネット請求に係る電子証明書の有効期間は３年間となっています。そのため、証明書の

有効期間終了日より 90日前に証明書の更新を促すお知らせが通知されます。 

この通知を受信されましたら、速やかに電子証明書の更新申請をお願いします。 

 

＜電子証明書発行手数料＞ 

No 証明書利用区分 有効期間 発行手数料※ 説明 

1 障害者総合支援証明書 3年 7,800円 

事業所及び代理人が、障

害者総合支援の請求に利

用できる電子証明書で

す。 

2 介護・障害共通証明書 3年 13,900円 

代理人が、介護保険及び

障害者総合支援の請求に

利用できる電子証明書で

す。 

 

※発行手数料については、電子証明書発行にかかる手数料であることから、有効期間の途中

で証明書が不要となった場合等、従来どおり、返金は行いません。 

 

 

Ⅲ．返戻について 

提出された請求明細書等に不備があった場合、「返戻等一覧表」でお知らせします。「返戻等一

覧表」からエラー内容を確認し、翌月に正しい請求明細書等を再提出することになります。 

 

①受給者の受給資格に関する返戻については、証の確認を行い、請求した情報に誤りがない場合

は該当の市町村に資格の確認を行ってください。 

 

②「Ｓ」又は「Ｔ」から始まるエラーコードで返戻理由が不明な場合 

・障害児入所給付以外については各市町村に照会ください。 

・障害児入所給付については京都府（障害者支援課 075-414-4634）に照会ください。 

 

 主なエラーと対処方法 

エラー 

コード 
内 容 対 処 方 法 

ＥＤ０１ 
該当の請求情報は既に支払確定済

です。 

今月又はそれ以前に、同様様式の提出があります。内

容が同じであれば、再請求の必要はありません。 

ＥＧ１３ 

受給者台帳にサービス提供年月時

点で有効な受給者の支給決定情報

が登録されていません。 

受給者証のサービス種別と、明細情報および契約情

報に入力したサービスコードが一致しているかを確

認してください。 



 

エラー 

コード 
内 容 対 処 方 法 

ＥＧ１２ 

受給者台帳にサービス提供年月時

点で有効な受給者の利用者負担上

限月額情報が登録されていませ

ん。 

受給者証の負担上限の適用期間を確認してください。 

ＥＧ０５ 

請求情報の上限額管理事業所番号

が受給者台帳の「利用者負担上限

額情報・上限額管理事業所番号」

と一致していません。 

受給者証の「利用者負担上限額管理事業所名」に対応

する事業所番号が、明細情報内の利用者負担上限額管

理事業所の「指定事業所」欄に入力されているかを確

認してください。 

ＥＧ１７ 上限額管理対象外の受給者です。 

明細情報内の、利用者負担上限額管理事業所情報に

値が入っています。受給者証の利用者負担上限額管

理対象者該当の有無を確認してください。 

ＥＪ１６ 

請求明細書の上限額管理事業所の

「管理結果」と「管理結果額」の関

係が不正です。 

以下のことを確認してください。 

 

上限管理事業所の場合 

(1) 管理結果が「１」の場合、管理結果額が利用者負担

上限月額①と等しいこと。 

(2) 管理結果が「２」の場合、管理結果額と上限月額調

整(①②の内少ない数)の値と等しいこと。 

(3) 管理結果が「３」であり、かつ上限月額調整(①②

の内少ない数)の値が利用者負担上限月額①より大きい

場合は、管理結果額と調整後利用者負担額が等しいこ

と。利用者負担上限月額①以下の場合は、管理結果額と

上限月額調整(①②の内少ない数)の値が等しいこと。 

 

＜Ａ型減免・事業者減免額が設定されている場合＞ 

(4)管理結果が「２」の場合、管理結果額と上限月額調

整(①②の内少ない数)とＡ型減免・減免後利用者負担額

が等しいこと。 

(5)管理結果が「３」かつＡ型減免・減免後利用者負担

額が利用者負担上限月額①より大きい場合は、管理結果

額と調整後利用者負担額が等しいこと。利用者負担上限

月額①以下の場合は、管理結果額とＡ型減免・減免後利

用者負担額と等しいこと。 

  

上限額管理事業所以外の場合 

(6) 管理結果が「１」の場合、管理結果額が0 円、また

は未設定であること。 

 



 

エラー 

コード 
内 容 対 処 方 法 

ＥＪ１６ 

請求明細書の上限額管理事業所の

「管理結果」と「管理結果額」の関

係が不正です。 

(7) 管理結果が「２」であり、かつ上限月額調整(①②の

内少ない数)の値が利用者負担上限月額①より大きい場

合は、管理結果額と調整後利用者負担額が等しいこと。 

利用者負担上限月額①以下の場合は、管理結果額と上限

月額調整(①②の内少ない数)の値が等しいこと。 

(8) 管理結果が「３」であり、かつ上限月額調整(①②の

内少ない数)の値が利用者負担上限月額①より大きい場

合は、管理結果額が調整後利用者負担額以下であること。

利用者負担上限月額①以下の場合は、管理結果額が上限

月額調整(①②の内少ない数)の値以下であること。 

 

＜Ａ型減免・事業者減免額が設定されている場合＞ 

(9) 管理結果が「２」であり、かつＡ型減免・減免後利

用者負担額が利用者負担上限月額①より大きい場合は、

管理結果額と調整後利用者負担額が等しいこと。利用者

負担上限月額①以下の場合は、管理結果額とＡ型減免・

減免後利用者負担額が等しいこと。 

(10) 管理結果が「３」であり、かつＡ型減免・減免後利

用者負担額が利用者負担上限月額①より大きい場合は、

管理結果額が調整後利用者負担額以下であること。利用

者負担上限月額①以下の場合は、管理結果額がＡ型減免・

減免後利用者負担額以下であること。 

 

 

 

 

Ⅳ．よくある問い合わせについて 

【新規事業所関係について】 

Ｑ１．国保連合会への届出はどうすればよいか。 

Ａ１．行政機関より国保連合会へ新規事業所の情報が届き次第、必要書類を送付しますので、お

手続きください。なお、送付は指定を受けられた翌月の月初めとなります。 

 

【届出関係について】 

Ｑ２．『障害福祉サービス費等の請求及び受領に関する届』の届出内容に変更があった。 

Ａ２．請求者、口座情報、口座名義人に変更があった場合は、『障害福祉サービス費等の請求及

び受領に関する届』の該当箇所を二重線で消し込み、赤字で変更内容を記入したうえで、

毎月２０日必着にて国保連合会に送付してください。変更内容については翌月より適用さ

れます。なお、上記以外の変更の場合は、指定を受けられた行政機関に届け出てください。 

 



 

【請求関係について】 

Ｑ３．各種マニュアルがどこにあるか分からない。 

Ａ３．電子請求受付システムにログイン後、トップページ上部に表示されている『マニュアル』

よりダウンロードできます。 

 

Ｑ４．電子請求受付システムにログインできなくなった／パスワードを紛失した。 

Ａ４．パスワードに入力誤り（アルファベットの大文字・小文字等）がないかを再度ご確認く

ださい。パスワードを紛失された場合は再発行処理を行いますので、返信用封筒を同封

のうえ「発行願」を提出してください。なお、「発行願」の様式については本会ホームペ

ージよりダウンロードいただけます。 

   （ホームページアドレス：https://www.kyoto-kokuhoren.or.jp/nursingcare/05.html） 

 

Ｑ５．証明書発行用パスワードを紛失した。 

Ａ５．証明書発行用パスワードを紛失された場合は、電子請求受付システムより再発行して

ください。なお、この手続きを行った場合、現在使用している証明書の有効期間の残

日数に関わらず、新たに証明書を発行申請していただくことになり費用が発生します

のでご注意ください。手順については、電子請求受付システム操作マニュアル（事業所

編）をご確認ください。 

 

Ｑ６．請求データの作成方法が分からない。 

Ａ６．請求データの作成方法及びソフトの操作方法については、電子請求受付システムより電子

請求受付システム操作マニュアル（簡易入力編）をダウンロードしてご確認ください。 

 

Ｑ７．間違った請求データを送信したので取り消したい。 

Ａ７．毎月１～１０日の受付期間であれば、事業所側にて電子請求受付システムより取り消しが

可能です。手順については、電子請求受付システム操作マニュアル（事業所編）をご確認

ください。 

 

 

 

 

https://www.kyoto-kokuhoren.or.jp/nursingcare/05.html
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このページは空白です。
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（１）概要

○令和３年度の判定レベルの見直しについては、「令和３年度報酬改定」に基づく「警告」から「エラー」への移行を、これ

までと同様に周知期間を設けたうえで、実施予定である。

○また、「令和３年度報酬改定」に基づくエラー移行と併せて、令和元年１０月から事業所異動連絡票情報（サービス情報）

等の項目に新たに追加された、「事業変更年月日」に関する事業所体制に係るエラーコードについても、同様に「警告」

から「エラー」への移行を実施予定である。

時期 対応内容 上期 下期

令和

３年度
警告からエラーに移行

警告（★）

：審査支払等システムへのリリース

エラー

事業所への周知
5月

1月（予定）

２－５．警告からエラーへの移行について

（２）対応スケジュール

○ 「警告」から「エラー」への移行については、サービス提供事業所等への周知期間を確保するため、令和４年１月審査分

（令和３年１２月サービス提供分）からを予定している。

なお、審査支払等システムにおいては、令和３年５月審査分より移行対象のエラーコードであることが分かるようエラー

メッセージの文頭に★を付与する。

★：警告（エラー移行対象）
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２－５．警告からエラーへの移行について

（３）令和３年度（令和４年１月予定）の移行対象エラーコード（案）一覧

○令和３年度報酬改定への対応により、新たに追加予定のエラーコードのうち、移行対象エラーコード（案）は、

以下のとおり。

※エラーへ移行したタイミングで文頭の「★」を除いたメッセージとなる（次ページ以降も同様の整理）

No エラー
コード

メッセージ（※）

1 EF67 ★受付：居宅介護支援事業所等連携加算と基本報酬は同月に算定できません

2 EF68 ★受付：居宅介護支援事業所等連携加算と初回加算は同月に算定できません

3 EF69 ★受付：集中支援加算と基本報酬は同月に算定できません

4 EF70 ★受付：保育・教育等移行支援加算と基本報酬は同月に算定できません

5 EF71 ★受付：保育・教育等移行支援加算と初回加算は同月に算定できません

6 EF73 ★受付：集中支援加算（会議参加）と入院時情報連携加算Ⅰは同月に算定できません

7 EF74 ★受付：集中支援加算と（会議参加）と退院・退所加算は同月に算定できません

8 EQ53 ★受付：就労移行支援体制加算の「回数」の合計が、当該加算を算定できる基本報酬の「回数」の合計を超えています

9 EQ54 ★受付：地域生活支援拠点加算の「回数」の合計が基本報酬の「回数」の合計を超えています

10 EQ55 ★受付：夜間支援等体制加算（Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ）の「回数」の合計が夜間支援等体制加算（Ⅰ）の「回数」の合計を超えています

11 EQ56 ★受付：専門的支援加算の「回数」の合計が基本報酬の「回数」の合計を超えています

12 EQ57 ★受付：ソーシャルワーカー配置加算の「回数」の合計が基本報酬の「回数」の合計を超えています

13 PC25 ★受付：事業所台帳の「相談支援機能強化型体制の有無」の登録内容に該当する請求ではありません

14 PC26 ★受付：事業所台帳の「主任相談支援専門員配置加算の有無」が「無し」のため、主任相談支援専門員配置加算は算定できません

15 PC27 ★受付：事業所台帳の「ピアサポート体制加算の有無」が「無し」のため、ピアサポート体制加算は算定できません
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２－５．警告からエラーへの移行について

No エラー
コード

メッセージ（※）

16 PC28 ★受付：事業所台帳の「夜間支援等体制加算Ⅰ加配職員体制の有無」にⅣ型が含まれていないため、夜間支援等体制加算（Ⅳ）は算定できません

17 PC29 ★受付：事業所台帳の「夜間支援等体制加算Ⅰ加配職員体制の有無」にⅤ型が含まれていないため、夜間支援等体制加算（Ⅴ）は算定できません

18 PC30 ★受付：事業所台帳の「夜間支援等体制加算Ⅰ加配職員体制の有無」にⅥ型が含まれていないため、夜間支援等体制加算（Ⅵ）は算定できません

19 PC36 ★受付：事業所台帳の「医療連携体制加算の有無」が「無し」のため、医療連携体制加算（Ⅸ）は算定できません

20 PC37 ★受付：事業所台帳の「医療連携体制加算の有無」が「無し」のため、医療連携体制加算（Ⅶ）は算定できません

21 PC38 ★受付：事業所台帳の「移行準備支援体制加算の有無」が「無し」のため、移行準備支援体制加算は算定できません

22 PC40 ★受付：事業所台帳の「自己評価結果等未公表減算の有無」が「有り」のため、自己評価未公表減算後の報酬の請求が必要です

23 PC41 ★受付：就労移行支援体制加算の単位数が算定可能単位数を超えています

24 PC42 ★受付：事業所台帳の「ソーシャルワーカー配置加算の有無」が「無し」のため、ソーシャルワーカー配置加算は算定できません

25 PC43 ★受付：事業所台帳の「口腔衛生管理体制加算の有無」が「無し」のため、口腔衛生管理体制加算は算定できません

26 PC44 ★受付：事業所台帳の「日中活動支援加算の有無」が「無し」のため、日中活動支援加算は算定できません

27 PC45 ★受付：事業所台帳の「居住支援連携体制加算区分」が「非該当」のため、居住支援連携体制加算は算定できません

28 PC46 ★受付：事業所台帳の「ピアサポート体制加算の有無」が「無し」のため、当該加算は算定できません

29 PC47 ★受付：事業所台帳の「強度行動障害者体験利用加算の有無」が「無し」のため、強度行動障害者体験利用加算は算定できません

30 PC48 ★受付：事業所台帳の「医療的ケア対応支援加算の有無」が「無し」のため、医療的ケア対応支援加算は算定できません

31 PK32 ★受付：障害児施設台帳の「相談支援機能強化型体制の有無」の登録内容に該当する請求ではありません

32 PK33 ★受付：障害児施設台帳の「主任相談支援専門員配置加算の有無」が「無し」のため、主任相談支援専門員配置加算は算定できません

33 PK34 ★受付：障害児施設台帳の「ピアサポート体制加算の有無」が「無し」のため、ピアサポート体制加算は算定できません

34 PK37 ★受付：障害児施設台帳の「ソーシャルワーカー配置加算の有無」が「無し」のため、ソーシャルワーカー配置加算は算定できません

35 PK42 ★受付：障害児施設台帳の「児童指導員等加配加算の有無」が「専門職員」の場合に、特別支援加算が算定されています（保育士は届出変更が必要）

36 PW71 ★受付：同じ日に「移動介護緊急時支援加算」は２回以上算定できません

37 PW72 ★受付：実績記録票に設定されている「サービス内容」の場合、「緊急時対応加算」は算定できません
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No エラー
コード

メッセージ（※）

38 PW73 ★受付：実績記録票に設定されている「サービス内容」の場合、「緊急時支援加算」は算定できません

39 PW77 ★受付：食事提供加算が算定されている日に欠席時対応加算が算定されています

40 PR17 ★支給量：請求明細書の移動介護緊急時支援加算の「回数」の合計が実績記録票の「移動介護緊急時支援加算（回）」を超えています

41 PR22 ★支給量：請求明細書の緊急時支援加算の「回数」の合計が実績記録票の提供実績の合計の「緊急時支援加算（回）」を超えています

42 PR24 ★支給量：退院・退所月加算(入院期間が３月以上１年未満の場合)を算定する場合、実績記録票の「入院開始日（年月日）」の設定が必要です

43 PR26 ★支給量：請求明細書の支援計画会議実施加算の「回数」の合計が実績記録票の「支援計画会議実施加算（回）」を超えています

44 PR27 ★支給量：請求明細書の移行準備支援体制加算の「回数」の合計が実績記録票の移行準備支援体制加算の算定回数を超えています

45 PR28 ★支給量：請求明細書の地域協働加算の「回数」の合計が実績記録票の提供実績の合計の「地域協働加算（回）」を超えています

46 PR29 ★支給量：請求明細書の地域居住支援体制強化推進加算の回数の合計が実績記録票の「地域居住支援体制強化推進加算（算定回数）」を超えています

47 PR30 ★支給量：退院・退所月加算(入院期間が３月以上１年未満の場合)を算定する場合、入院期間が３月以上１年未満であることが必要です

48 PR31 ★支給量：請求明細書の日常生活支援情報提供加算の「回数」の合計が実績記録票の「日常生活支援情報提供加算（算定回数）」を超えています

49 PR32 ★支給量：基本報酬を算定する場合、実績記録票の「支援レポート共有日（年月日）」の設定が必要です

50 PR33 ★支給量：請求明細書の定着支援連携促進加算の「回数」の合計が実績記録票の提供実績の合計の「定着支援連携促進加算（回）」を超えています

51 PR34 ★支給量：同行支援加算を算定する場合、実績記録票の「同行支援（回）」は「３」以上であることが必要です

52 PR35 ★支給量：同行支援加算を算定する場合、実績記録票の「同行支援（回）」は「４」以上であることが必要です

53 PR36 ★支給量：請求明細書の夜間支援等体制加算Ⅰの「回数」の合計が実績記録票の夜間支援等体制加算Ⅰ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵの算定回数の合計を超えています

54 PR37 ★支給量：請求明細書の夜間支援等体制加算Ⅱの「回数」の合計が実績記録票の夜間支援等体制加算Ⅱの算定回数を超えています

55 PR38 ★支給量：請求明細書の夜間支援等体制加算Ⅲの「回数」の合計が実績記録票の夜間支援等体制加算Ⅲの算定回数を超えています

56 PR39 ★支給量：請求明細書の夜間支援等体制加算Ⅳの「回数」の合計が実績記録票の夜間支援等体制加算Ⅳの算定回数を超えています

57 PR40 ★支給量：請求明細書の夜間支援等体制加算Ⅴの「回数」の合計が実績記録票の夜間支援等体制加算Ⅴの算定回数を超えています

58 PR41 ★支給量：請求明細書の夜間支援等体制加算Ⅵの「回数」の合計が実績記録票の夜間支援等体制加算Ⅵの算定回数を超えています
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○ 令和３年度（令和４年１月予定）の移行対象エラーコード（案）は、以下のとおり。

なお、メッセージ欄には、「★」を付与した令和３年５月審査時点のエラーメッセージを記載している。

No エラー
コード

メッセージ（※）

1 PA01 ★受付：事業所台帳の「施設等の区分」の登録内容に該当する請求ではありません

2 PA03 ★受付：事業所台帳の「送迎加算の有無」の登録内容に該当する請求ではありません

3 PB02 ★受付：事業所台帳の「看護職員配置加算の有無」の登録内容に該当する看護職員配置加算の請求ではありません

4 PB05 ★受付：事業所台帳の「送迎加算（重度）の有無」が「無し」のため、送迎加算（重度）は算定できません

5 PB29 ★受付：事業所台帳の「延長支援加算の有無」が「無し」のため、延長支援加算は算定できません

6 PB35 ★資格：受給者台帳の「障害支援区分」の登録内容に該当する請求ではありません

7 PB40 ★受付：事業所台帳の「夜間支援等体制加算区分」にⅠ型が含まれていないため、夜間支援等体制加算（Ⅰ）は算定できません

8 PB41 ★受付：事業所台帳の「夜間支援等体制加算区分」にⅡ型が含まれていないため、夜間支援等体制加算（Ⅱ）は算定できません

9 PB42 ★受付：事業所台帳の「夜間支援等体制加算区分」にⅢ型が含まれていないため、夜間支援等体制加算（Ⅲ）は算定できません

10 PB55 ★受付：事業所台帳の「重度障害者（児）支援加算（強度行動障害）の有無」が「無し」のため、重度障害者支援加算（強度行動）は算定できません

11 PB59 ★受付：事業所台帳の「重度障害者（児）支援加算（強度行動障害）の有無」が「無し」のため、重度障害児支援加算（強度行動）は算定できません

12 PB60 ★受付：事業所台帳の「常勤看護職員等配置加算の有無」の登録内容に該当する請求ではありません

13 PB65 ★受付：事業所台帳の「人員配置体制加算の有無」が「無し」のため、人員配置体制加算は算定できません

14 PB69 ★受付：事業所台帳の「夜勤職員配置体制加算の有無」が「無し」のため、夜勤職員配置体制加算は算定できません

15 PB80 ★受付：事業所台帳の「要医療児者支援体制加算の有無」が「無し」のため、要医療児者支援体制加算は算定できません

16 PB81 ★受付：事業所台帳の「行動障害支援体制加算の有無」が「無し」のため、行動障害支援体制加算は算定できません

17 PB82 ★受付：事業所台帳の「精神障害者支援体制加算の有無」が「無し」のため、精神障害者支援体制加算は算定できません

18 PB83 ★受付：事業所台帳の「地域生活支援拠点等区分」が「非該当」のため、地域生活支援拠点等相談強化加算は算定できません

※「エラー」へ移行した後は、文頭の「★」を除いたメッセージとなる（次ページ以降も同様の整理）

２－５．警告からエラーへの移行について
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No エラー
コード

メッセージ（※）

19 PB84 ★受付：事業所台帳の「地域生活支援拠点等区分」が「非該当」のため、地域体制強化共同支援加算は算定できません

20 PB87 ★受付：事業所台帳の「就労定着実績」が「無し」のため、就労定着実績体制加算は算定できません

21 PB88 ★受付：事業所台帳の「共生型サービス・サービス管理責任者配置の有無」が「無し」のため、サービス管理責任者配置等加算は算定できません

22 PB89 ★受付：事業所台帳の「地域生活支援拠点等区分」の登録内容に該当する請求ではありません

23 PB90 ★受付：事業所台帳の「社会生活支援特別加算の有無」が「無し」のため、社会生活支援特別加算は算定できません

24 PB91 ★受付：事業所台帳の「個別計画訓練支援加算の有無」が「無し」のため、個別計画訓練支援加算は算定できません

25 PB92 ★受付：事業所台帳の「精神障害者地域移行特別加算の有無」が「無し」のため、精神障害者地域移行特別加算は算定できません

26 PB93 ★受付：事業所台帳の「強度行動障害者地域移行特別加算の有無」が「無し」のため、強度行動障害者地域移行特別加算は算定できません

27 PB96 ★受付：事業所台帳の「賃金向上達成指導員配置加算の有無」が「無し」のため、賃金向上達成指導員配置加算は算定できません

28 PB97 ★受付：事業所台帳の「夜勤職員加配加算の有無」が「無し」のため、夜勤職員加配加算は算定できません

29 PC01 ★受付：事業所台帳の「職場適応援助者養成研修修了者配置体制加算の有無」の登録内容に該当する請求ではありません

30 PJ37 ★受付：障害児施設台帳の「栄養士配置加算の基準」の登録内容に該当する請求ではありません

31 PJ51 ★受付：障害児施設台帳の「延長支援加算の有無」が「無し」のため、延長支援加算は算定できません

32 PJ55 ★受付：障害児施設台帳の「特別支援加算の有無」が「無し」のため、特別支援加算は算定できません

33 PJ74 ★受付：障害児施設台帳の「保育職員加配加算の有無」の登録内容に該当する保育職員加配加算の請求ではありません

34 PJ76 ★受付：障害児施設台帳の「訪問支援員特別加算の有無」が「無し」のため、訪問支援員特別加算（専門職員が支援を行う場合）は算定できません

35 PJ77 ★受付：障害児施設台帳の「重度障害児支援加算（強度行動）の有無」が「無し」のため、重度障害児支援加算（強度行動）は算定できません

36 PJ84 ★受付：障害児施設台帳の「職業指導員体制の有無」が「無し」のため、職業指導員加算は算定できません

37 PJ85 ★受付：障害児施設台帳の「看護職員配置加算の有無」の登録内容に該当する看護職員配置加算の請求ではありません

38 PJ86 ★受付：障害児施設台帳の「心理担当職員配置加算の有無」の登録内容に該当する心理担当職員配置加算の請求ではありません

39 PJ92 ★受付：障害児施設台帳の「要医療児者支援体制加算の有無」が「無し」のため、要医療児者支援体制加算は算定できません

40 PJ93 ★受付：障害児施設台帳の「行動障害支援体制加算の有無」が「無し」のため、行動障害支援体制加算は算定できません

２－５．警告からエラーへの移行について
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41 PJ94 ★受付：障害児施設台帳の「精神障害者支援体制加算の有無」が「無し」のため、精神障害者支援体制加算は算定できません

42 PJ95 ★受付：障害児施設台帳の「地域生活支援拠点等区分」が「非該当」のため、地域生活支援拠点等相談強化加算は算定できません

43 PJ96 ★受付：障害児施設台帳の「地域生活支援拠点等区分」が「非該当」のため、地域体制強化共同支援加算は算定できません

44 PK22 ★受付：障害児施設台帳の「共生型サービス・共生型サービス体制強化加算区分」が「Ⅰ」「Ⅱ」以外のため、特別支援加算は算定できません

45 PS97 ★受付：事業所台帳の「短期滞在加算の有無」が「宿直体制あり」、または「夜勤体制あり」以外のため、短期滞在加算は算定できません

46 PS98 ★受付：事業所台帳の「送迎加算の有無」が「無し」のため、送迎加算は算定できません

47 PU38 ★受付：事業所台帳の「夜間支援等体制加算区分」にⅠ型が含まれていないため、夜間支援体制加算（Ⅰ）は算定できません

48 PU39 ★受付：事業所台帳の「夜間支援等体制加算区分」にⅡ型が含まれていないため、夜間支援体制加算（Ⅱ）は算定できません

49 PU40 ★受付：事業所台帳の「夜間支援等体制加算区分」にⅢ型が含まれていないため、夜間支援体制加算（Ⅲ）は算定できません

50 PW19 ★受付：事業所台帳の「施設等の区分」が「日中サービス支援型」以外のため、住居外利用は算定できません

２－５．警告からエラーへの移行について
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参考資料 

参考資料 

 

（第三者評価） 

・令和３年度介護・福祉サービス第三者評価の募集をしてます。 

・介護保険事業所に比べ障害福祉サービス事業所は受診率が低いので、積極的に受診を

お願いします。 

 

（介護サービス事業所の皆様へ（駐車許可の申請）） 

・平成２６年４月に府警本部から出された「駐車許可の申請」についての通知です。 

・業務のために駐車が必要な場合は駐車許可の申請や基準以上の車両を保持する場合は

安全運転管理者の選任の手続です。適正に申請や選任届を手続をお願いします。 

 

（ワムネット京都府センター） 

・ワムネットの京都府からのお知らせへのアクセス手順です。 

 ・京都府では各事業所への連絡はこのワムネットで行っています。 

・２日に１回はアクセスし確認していただきますようお願いします。 

 

（ワムネット京都府センター） 

・事業所指定等の窓口です。基本的に各事業所については、質問等は各保健所にお願い 

します。 



1

第三者評価事業受診のご案内

京都介護・福祉サービス

第三者評価等支援機構

（事務局：社会福祉法人京都府社会福祉協議会）



2

第三者評価の目的と趣旨

①第三者評価事業は、個々のサービス事業者の組織運営や

サービスの提供内容について、その透明性を高めるとともに、

サービスの質の向上・改善に寄与することを目的としていま
す。

②そして評価の結果が公表されることで、結果として利用者の

適切なサービス選択に資するための情報になることも重要な

目的です。

③サービス事業者のコンプライアンス意識の顕在化と、利用者

への安心と信頼を提供することにつながり、事業者と利用者

の双方にとって有益な事業となることを期待するものです。



3

京都ならではの取り組み
★「受審」ではなく「受診（ありのままを診る）」★

京都の第三者評価は、事業所を審判したり格付けするもので
はなく、ありのままを診るという意味で、「受診」としていま
す。

また、評価を行うに当たっては、「ポジティブ・アシスト」
（肯定的支持）」を基本とし、事業所の「伴走者」の姿勢での
ぞんでいます。

今の事業所の強みをより伸ばし、弱みをより良い方向に改善
する支援をしていく。そのような「お手伝い」をすることが、
京都の第三者評価の役割で、事業所側にとっては内的な効果と、
外的な効果を得ることが出来ます。



4

内的な効果と外的な効果とは
「内的効果」⇒事業者の質の向上への取組みの支援

例えば

・自らが提供するサービスの質について改善すべき点が明らかになります。

・改善すべき点が明らかになるため、サービスの質の向上に向けた具体的
な取組みの目標設定が可能となります。

・第三者評価を受ける過程において、職員の自覚と改善意欲を向上し、諸
課題の共有化が促進されます。

「外的効果」⇒就職希望者や利用者への情報提供

例えば

・就職フェアで「第三者評価受診事業所」として紹介され、就職希望者が、

事業所を選択するときの一つの指標となります。

・きょうと福祉人材育成認証制度の要件となっています。

・利用者が、介護・福祉サービス事業所を選ぶときに役立つ情報を得るこ
とが出来るとともに、サービスを受けている事業所が、問題解決やサー
ビス向上に関心があるかを確認することができます。



5

受診事業所の声（アンケートより）
受診事業者からは次のような声が寄せられています。

●課題・情報の共有
①組織全体とチームの一貫した課題共有の重要性を改めて気付かされた。

②情報の共有・書類の管理の見直しの機会になった。

③項目ごとに細かく振り返りの資料として活用でき、新たな課題抽出にも役立っ

た。

●方向性・指標
①見えていなかった事業所の「強み」を確認できた。

②よりよい労働環境・サービス内容を考えていくための指標となった。

●人材の育成・意識向上
①主任クラス等の中堅職員の意識が大きく変化した（人材育成としての効果が大

きかった）

②管理職以外の職員も参加することにより、仕事に対する意識が上がった。業務

改善に向う職員のモチベーションが高まった。

③これまで以上に、いろいろな職種間での情報の共有・連絡・相談が一体化した。



6

評価の流れ



京都介護・福祉サービス

第三者評価等支援機構

（事務局：京都府社会福祉協議会）

ホームページＵＲＬ

http://kyoto-hyoka.jp/

7

詳細はホームページをご覧ください

アクセスは
こちらから



京都介護・福祉サービス第三者評価

令和３年度

受診事業所 募集開始

締切 令和３年７月２日（金）
※以後も受付いたしますが、ご希望に添えない場合があります。

令和３年度
介護・福祉サービス第三者評価受診事業所募集について（ご案内）

第三者評価の受診事業所を募集します。積極的にご応募ください。
（応募の詳細は、ホームページ http://kyoto-hyoka.jp/ をご確認ください。）

▶応募手続き
「受診応募票」を作成し、事務局あてに提出（郵送）
してください。
受診応募票は、ホームページよりダウンロードして
ご利用いただけます。

▶評価分野・料金

評価を受けるサービス（受診サービス） 料金（税込）

介
護
サ
ー
ビ

ス
分
野

通所系・入所系サービスの場合 125,714円

居宅介護支援・訪問系サービス・
福祉用具貸与（販売）のみの事業所

115,238円

福
祉
サ
ー
ビ
ス

分
野

保育所・認定こども園
障害福祉事業所
社会的養護の施設

314,286円

共通評価項目
（養護老人ホーム・軽費老人ホームなど）

209,524円

※訪問調査の時期については、施設・事業所のご希望によりますが、お早めの受診をご検討くだ
さい。

※新型コロナウイルスに関する影響により、訪問調査の実施時期を遅らせたり、中止する場合が
あります。

※年度末に近づく時期のお申込みは、年度内に評価を実施することが難しく次年度に繰越となる
ことがあります。

京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構 事務局
〒604-0874 京都市中京区竹屋町通烏丸東入清水町375
ハートピア京都5F 京都府社会福祉協議会内

ＴＥＬ：075-252-6292 ＦＡＸ：075-252-6310

◇課題・情報の共有が
できた。

◇自分たちでは見えて
いなかった事業所の
「強み」を確認でき
た。

◇人材育成としての効
果が大きく、職員の
モチベーションが上
がった。

受診事業所の声
（アンケートより）

きょうと福祉人材育成認証制度の必須項目です

サービス向上宣言

ホームページは
こちらから

資料No.5

各事業所長様







★　「ＷＡＭ ＮＥＴ」へアクセス（アドレス（https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/）

①　トップ画面中、「特設サイト」の『都道府県からのお知らせ』をクリック

②　「ＷＡＭ ＮＥＴ地方センター情報」画面中、『京都』をクリック

「ＷＡＭネット　京都府からのお知らせ」へのアクセス方法

クリック①

クリック②



④　記事を検索

③　「京都府センター」画面中、「メインメニュー」「掲示板」欄の『府からのお知らせ（障害福祉関連）』をク
リック

クリック③

クリック④



  提出窓口一覧   

 

※京都市内の事業所につきましては、障害福祉サービスは京都市障害保健福祉推進室（TEL 

 075-222-4161）、障害児関係は京都市子ども家庭支援課（TEL075-746-7625）へご確認ください。 

 

提出窓口  所在地  

 
＜障害児入所支援＞  
京都府  健康福祉部障害者支援課  
福祉サービス･障害児支援係  

 
 
〒604-8570 京都市上京区下立売通新町西入る薮ノ内町  

TEL 075-414-4633      FAX 075-414-4597 

 
＜障害福祉サービス等及び障害児通所支援については、下記の窓口にご提出ください。＞  

 
乙訓保健所（山城広域振興局 

健康福祉部）福祉課 

 
〒617-0006 向日市上植野町馬立８ 

      TEL 075-933-1154         FAX 075-932-6910 

 
山城北保健所（山城広域振興局 

      健康福祉部）福祉課 

 
〒611-0021  宇治市宇治若森７の６ 

   TEL 0774-21-2193         FAX 0774-24-6215 

 
山城南保健所（山城広域振興局 

      健康福祉部）福祉課 

 
〒619-0214 木津川市木津上戸１８－１ 

      TEL 0774-72-0979         FAX 0774-72-8412 

 
南丹保健所（南丹広域振興局 

      健康福祉部）福祉課 

 
〒622-0041  南丹市園部町小山東町藤ノ木２１ 

   TEL 0771-62-0361         FAX 0771-63-0609 

 
中丹西保健所（中丹広域振興局 

      健康福祉部）福祉課 

 
〒620-0055  福知山市篠尾新町１丁目９１番地 

   TEL 0773-22-3903        FAX 0773-22-4350 

 
中丹東保健所（中丹広域振興局 

      健康福祉部）福祉課 

 

〒624-0906 舞鶴市字倉谷１３５０－２３ 

   TEL 0773-75-0856         FAX 0773-76-7897 

 

丹後保健所（丹後広域振興局   

      健康福祉部）福祉課 

 
〒627-8570  京丹後市峰山町丹波８５５ 

      TEL 0772-62-4302         FAX 0772-62-4368 

 

＜各市町村の所管保健所＞ 

保健所  市町村  

 

乙訓保健所       

 

向日市、長岡京市、大山崎町 

 

山城北保健所       

 

宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、久御山町、井手町、宇治田原町 

 

山城南保健所       

 

木津川市、笠置町、和束町、精華町、南山城村 

 

南丹保健所       

 

亀岡市、南丹市、京丹波町 

 

中丹西保健所       

 

福知山市 

 

中丹東保健所       

 

舞鶴市、綾部市 

 

丹後保健所       

 

 

宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町 

 

 


